
 
 
 
 

◆平成 26年度 私立幼稚園関係政府予算の概算要求まとまる（概要） 

 

幼稚園と保育所の負担を平準化 第 1 階層の保護者負担を無償に 

 

 

 8 月 30 日、文部科学省は財務省へ提出する平成 26 年度の概算要求の内容を公表しました。子ど

も・子育て支援新制度への対応等に多忙な中、幼稚園教育の一層の充実を図るため、全日私幼連で

は香川敬会長を先頭に強力な要望活動を展開した結果、大きな成果に結びつきました。主な内容は

下記のとおりです。詳しくは私幼時報でお知らせいたします。 

 

私立高等学校等経常費助成費補助・幼稚園分 

３４２億６，７００万円（対前年度 ９億３，４００万円増 2.8％アップ） 

 園児 1人あたり単価 

２３，０１９円（対前年度２１９円増 1.0％アップ） 

 幼稚園特別支援教育経費 

４８億３，４００万円（対前年度 ８億１，３００万円増 20.2％アップ） 

    平成 24 年度（３１億６，５００万円）に対して、２年間で 52.7％の増加 

 

幼稚園就園奨励費補助 

３３９億５００万円（対前年度 １０３億６，７００万円増 44.0％アップ） 

①低所得世帯の保護者負担軽減 

  保育所と同様に、生活保護世帯の保護者負担を無償にする。（無償となるよう、保育料の全国平均単価

「公立：79,000 円、私立：308,000 円」まで補助を可能にする。） 

Ⅰ 生活保護世帯         ３０８，０００円 （７８，８００円増） 

    （保護者負担を無償）  

Ⅱ 市町村民税非課税世帯     １９９，２００円 （前年度同額） 

    （市町村民税所得割非課税世帯含む）  

Ⅲ 市町村民税所得割課税額（77,100 円以下） １１５，２００円 （前年度同額） 

Ⅳ 市町村民税所得割課税額（211,200 円以下）  ６２，２００円 （前年度同額） 
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②多子世帯の保護者負担軽減の拡充 

 保育所と同様に、小学校 3年生以下の子どものいる家庭で、第２子の保護者負担を半額にした上で所得

制限を撤廃し、第３子以降についても所得制限を撤廃する。 

    兄姉が幼稚園等  第２子   ０．５ （所得制限を撤廃） 

             第３子以降 ０．０ （所得制限なし） 

    兄姉が小１～３  第２子   ０．７５ → ０．５（保護者負担を半額、所得制限を撤廃） 

             第３子以降 ０．０ （所得制限を撤廃） 

 

私立幼稚園施設整備費補助 

２５億５００万円（前年同額）                  
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